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    企業の物流戦略および物流施設利用の現状と課題 

 

        株式会社ニッセイ基礎研究所 金融研究部 不動産投資チーム 上席研究員 吉田 資 

 

昨今、物流戦略は重要な経営課題に位置づけられ、物流施設に求められる機能や設備等も高

度化している。そこで、ニッセイ基礎研究所と三菱地所リアルエステートサービスと共同で、主

要荷主企業および物流企業を対象に、物流戦略と施設利用に関するアンケート調査を実施した。

本稿は、調査結果をもとに企業の物流戦略および物流施設利用の現状と課題について考察した。 

 

１ はじめに 

昨今、企業の物流業務を取り巻く社会情勢は、

「物流2024年問題」をはじめとして、大きく変化

している。こうしたなか、企業の物流戦略は重要

な経営課題のひとつに位置づけられ、物流施設に

求められる機能や設備等についても高度化してい

る。 

こうした状況を踏まえて、株式会社ニッセイ基

礎研究所は、三菱地所リアルエステートサービス

株式会社と共同で、日本国内の主要荷主企業およ

び物流企業を対象に「企業の物流戦略および物流

施設利用に関するアンケート調査」（以下、本調

査）を実施したi。 

本稿では、本調査の集計結果の一部を紹介し、

企業の物流戦略および物流施設利用の現状と課題

について考察したい。 

 

２ 企業の物流戦略 

(1) 企業の物流体制 

(1)-1 物流施設の配置方針 

本節では、企業の物流体制の現状を概観する。

まず、本調査で「物流施設の配置方針」について

荷主企業に質問したところ、｢各都市圏に配置｣

（55％）との回答が最も多く、次いで「各地域（都

道府県よりも小さい単位）」（33％）、「各都道

府県に配置」（12％）の順に多かった。物流企業

でも同様に、｢各都市圏に配置｣（60％）との回答

が最も多く、次いで「各地域（都道府県よりも小

さい単位）」（30％）、「各都道府県に配置」（11％）

の順に多かった（図表1）。 

多くの企業は、都市圏毎に、輸送・配送範囲を

広域でカバーする物流施設を配置していることが

うかがえる。一方、全国でビジネスを展開してい

る大手物流企業や、製造業および小売業の物流機

能の一部を担っている商社・卸売業等は、よりき

め細やかな物流サービスを実現するため、地域毎

に物流施設を配置している模様だ。 

図表1 中長期計画等の内容 

 

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 

 

(1)-2 物流施設（拠点）数の方針 

次に、「物流施設（拠点）数の方針」について

荷主企業に質問したところ、｢物流拠点の数は現状

維持｣（65％）が最も多く、次いで「物流拠点の数

を増やす」（20％）、「物流拠点の数を減らす」

（15％）の順に多かった。物流企業でも同様に、

｢物流拠点の数は現状維持｣（51％）が最も多く、

次いで「物流拠点の数を増やす」（45％）、「物
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流拠点の数を減らす」（4％）の順に多かった（図

表2）。 

物流企業では、物流拠点数を「増やす」との回

答が「減らす」との回答を大幅に上回った。ネッ

ト通販市場の拡大等に伴い、物流需要が堅調に推

移していることを受けて、物流企業は物流拠点を

拡大（増加）する意向が強いことがうかがえる。 

図表2 物流施設（拠点）数

 

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 

 

(1)-3 物流業務の外部委託 

荷主企業においては、物流業務の高度化等に伴

い、各業務を専門事業者に外部委託することで効

率的な物流網を構築する意向が強まっている。 

本調査で、物流の各業務[(ⅰ)配送・輸送業務・

(ⅱ)包装・流通加工業務・(ⅲ)保管業務]について

「現在の外部委託の割合」を荷主企業に質問した

ところ、「外部委託比率が100％」（業務を全て外

部委託）が最も多く、(ⅰ)配送・輸送業務では79％、

(ⅱ)包装・流通加工業務と(ⅲ)保管業務ではそれ

ぞれ38%を占めた（図表3）。物流業務における外

部委託が進んでいる現状がうかがえる。 

一方、(ⅱ)包装・流通加工業務では、「外部委

託比率が0％」との回答が26％を占めた。食品の二

次加工や家具等の組み立て、ギフト包装（ラッピ

ング）等、包装・流通加工業務において独自のス

キルを要する企業では、全ての業務を自社で担っ

ているようだ。 

次に、「外部委託先」について質問したところ、

(ⅰ)配送・輸送業務では「専業輸送企業（68％）」、

(ⅱ)包装・流通加工業務では「3PL企業（39％）」、

(ⅲ)保管業務では「専業倉庫企業（44％）」が最

も多かった（図表4）。 

図表3 現在の外部委託の割合

 

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 
※回答は荷主企業のみ 

図表4 各業務の外部委託先

 

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 
※回答は荷主企業のみ 

 

現状、配送・輸送業務についてはトラック運送

業者に、保管業務については倉庫業者に委託する

等、それぞれの専門事業者に委託するケースが多

い模様だ。一方、「3PL企業」との回答が各業務で

約4割を占めており、物流業務サービスを包括的に

提供する「3PL企業」に一括で委託する企業も増え

ていると考えられる。 

続いて、「今後の外部委託方針」について質問

したところ、いずれの業務でも「現状維持」が多

くを占めた（図表5）。ただし、(ⅰ)配送・輸送業

務では「増加」が16％、「減少」が4％、(ⅱ)包装・

流通加工業務では「増加」が14％、「減少」が6％、

(ⅲ)保管業務では「増加」が18％、「減少」が11％

となり、いずれの業務でも「増加」が「減少」を

上回った。今後も、物流業務の外部委託が緩やか
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に進展することが見込まれる。 

図表5 今後の外部委託方針 

 

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 
※回答は荷主企業のみ 

 

(2) 物流業務における課題 

「物流業務における主な課題」について荷主企業

に質問したところ、｢コスト削減のための在庫圧

縮｣（49％）が最も多く、次いで「トラックドライ

バーの確保」（41％）、「輸送・配送時間の短縮」

（40％）の順に多かった（図表6）。 

荷主企業においては、物流の恒久的な課題である

コスト削減を目的した在庫圧縮に次いで、トラッ

クドライバーの確保が喫緊の課題となっている。 

また、物流企業では、｢トラックドライバーの確

保｣（57％）、「倉庫内作業（包装・仕分け）人員

の確保」（57％）、「働き方改革の推進」（57％）

が上位を占めた。 

2017年に実施されたアンケート調査 によれば、

物流企業の33％、荷主企業の26％が「倉庫内作業

人員の確保」を物流業務の課題にあげていた。ト

ラックドライバーや倉庫内作業人員の不足が加速

するなか 、労働環境の改善など「働き方改革」を

推進したいと考える企業が増えている模様だ。 

また、「物流施設の自動化への対応」（荷主企

業32％・物流企業38％）との回答も上位にあがっ

ている（図表6）。前述の通り、人手不足が深刻化

する中、物流施設の自動化・機械化を推進し、施

設内作業の省力化や現場作業の負担軽減を図る取

組みが進められている。 

「環境配慮の取組」（荷主企業28％・物流企業

26％）との回答も一定数あがった。物流分野にお

いても環境配慮の取り組みが一層求められている。

こうしたなか、脱炭素社会の実現に向けて、トラ

ックから鉄道や海運などに輸送手段を変更する

「モーダルシフト」への期待が高まっている。本

調査でも、物流企業において、「モーダルシフト

の推進」（21％）との回答が一定数あがっている。 

図表6 物流業務における課題 

荷主企業（n=184）         物流企業（n=47）                            

 

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 
※1 回答は５つまで ※2 回答割合が20％以上の項目 

 

(3) 企業の物流体制 

本節では、働き方改革関連法の改正により、2024

年４月から自動車運転業務に対して、時間外労働

時間の上限規制（年間960時間）が適用されたこと

に伴う諸問題（「物流2024年問題」）の影響につ

いて、概観したい。 

 

(3)-1 「物流2024年問題」の影響およびその対策

状況 

「物流2024年問題」の影響について質問したと

ころ、荷主企業、物流企業ともに｢輸送コストの高

騰｣（荷主企業92％・物流企業71％）との回答が最

も多く、次いで「集荷時間などの輸送スケジュー

ル」（荷主企業50％・物流企業60％）が多かった

（図表7）。 
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図表7 「物流2024年問題」の影響 

 

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 

 

「物流2024年問題」は当初、荷物が運べなくなる

ことが懸念されていた 。「荷物が運べない、配送

遅延」（荷主企業47％・物流企業33％）との回答

は一定数みられたものの、足元では、人手不足等

に伴う輸送コストの上昇が課題として強く意識さ

れているようだ。 

「特に影響はない」との回答は、荷主企業では5％、

物流企業では8％にとどまっており、「物流2024年

問題」が、各企業の物流業務に広く影響を及ぼし

ていることがうかがえる。 

また、「物流2024年問題」への対策状況につい

て、｢対策は実施しているが、まだ十分でない｣（荷

主企業68％・物流企業63％）との回答が最も多く、

次いで「すでに対策を実施済み」（荷主企業15％・

物流企業25％）が多かった（図表8）。 

図表8 「物流2024年問題」の影響 

 

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 

 

2024年4月の時間外労働時間の上限規制適用を

経て、対策が進められているものの、その対応状

況は十分でないとの認識を持つ企業が多いと言え

る。荷主企業、物流企業ともに、引き続き「物流

2024年問題」への対策が求められているといえよ

う。 

 

(3)-2 「物流2024年問題」の影響およびその対策

状況 

「物流業務に関する対策」について荷主企業に

質問したところ、｢輸送・配送ルートや納品スケジ

ュールの見直し｣（75％）が最も多く、次いで「運

送事業者との連携強化」（73％）、「ドライバー

の待機時間、荷役作業時間等の見直し」（57％）

の順に多かった（図表9）。 

図表9  「物流2024年問題」への対策 

（「物流業務」に関する対策） 

 

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 

 

物流企業では、｢ドライバーの待機時間、荷役作

業時間等の見直し｣（77％）が最も多く、次いで「輸

送・配送ルートや納品スケジュールの見直し」

（73％）、「運送事業者との連携強化」（64％）

の順に多かった。 

物流の現場では、慣行としてドライバーが荷物

の積み下ろしや積み込みを行っており、労働時間

の長期化を招いていることが従来から問題となっ

ている。また、入荷する際に、待機時間が長く発

生していることも問題視されている。 

こうした背景から、「物流2024年問題」への対

応を契機に、輸送ルートやスケジュールの見直し
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とともに、「荷待ち時間」等の短縮に取り組む企

業が多いようだ。 

また、ドライバー不足やCo2排出量削減の観点か

ら、より少ないトラックで多くの貨物を運ぶ「共

同配送 」の必要性が高まっている。本調査でも、

「共同配送による積載率の向上」（荷主企業48％・

物流企業41％）との回答も上位にあがっている。 

 

(3)-3「物流2024年問題」への対策（「物流施設」

に関する対策） 

「物流施設に関する対策」について荷主企業に

質問したところ、｢保管施設の増設｣（30％）が最

も多く、次いで「保管施設の集約」（29％）、「配

送拠点の集約」（27％）の順に多かった（図表10）。 

図表10 「物流2024年問題」への対策 

(「物流施設」に関する対策） 

[荷主企業（n=184）]        [物流企業（n=47）]                            

 

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 

 

物流企業では、｢中継拠点の増設｣（44％）が最

も多く、次いで「保管施設の増設」（41％）、「配

送拠点の増設」（23％）の順に多かった。 

トラックドライバーの拘束時間短縮を目的とし

て「中継輸送」（1つの輸送行程を複数のドライバ

ーで分担し貨物を輸送する形態）が注目されるな

か、中継拠点の整備も進んでいるようだ。 

また、物流企業では、「配送拠点」、「保管施

設」、「中継拠点」、「共同配送拠点」いずれも、

「増設」が「集約」を大きく上回った。「物流2024

年問題」への対応を契機に、物流拠点を拡大（増

設）したいと考える物流企業が多いようだ。 
 

(4) 物流業務に影響を与える各種施策 

政府は、「物流2024年問題」の解決等に向けて、

「物流革新に向けた政策パッケージ」(2023年６

月)、並びに「物流革新緊急パッケージ」(2023年

10月)を策定し、我が国の物流を支えるための環境

整備を進めている。 

そこで、本調査では、政策パッケージが示す「①

商慣行の見直し」、「②物流の効率化」、「③荷

主・消費者の行動変容」に関する施策の中で、自

社の物流業務に影響が大きいと考える施策につい

て質問した。 

 

(4)-1 「商慣行の見直し」 

「商慣行の見直しに関する施策の中で、物流業務

に影響が大きい施策」について、荷主企業に質問

したところ、｢納品期限、物流コスト込み取引価格

等の見直し｣（61％）が最も多く、次いで「荷主・

物流事業者間における物流負荷の軽減」（57％）

が多かった（図表11）。 

「納品期限、物流コスト込み取引価格等の見直し」

に関する具体例の１つに、食品流通業界における、

いわゆる「３分の１ルールii」が挙げられる。こう

した厳格な品質管理は、在庫管理の煩雑さや返品

の輸送負担を生んでいるとの指摘がある。また、

賞味期間の３分の１以内で納品できなかった商品

は、廃棄される点（「食品ロス」）も問題視され

ており、ルールの見直しが始まっている 。 

また、物流企業では、｢荷主・物流事業者間にお

ける物流負荷の軽減｣（43％）が最も多く、次いで

「担い手の賃金水準向上等に向けた適正運賃収

受・価格転嫁円滑化等」（39％）が多かった（図

表11）。 

「荷主・物流事業者間における物流負荷の軽減」

49%

41%

40%

39%

32%

32%

30%

28%

24%

0% 10%20%30%40%50%60%70%

コスト削減のための在庫

圧縮

トラックドライバーの確保

輸送・配送時間の短縮

倉庫内作業（包装・仕分

け）人員の確保

物流施設の自動化への

対応

働き方改革の推進

物流に関連したBCP（事

業継続計画）の策定

環境配慮の取組

時刻指定輸送への対応

57%

57%

57%

38%

38%

34%

26%

21%

21%

0% 10%20%30%40%50%60%70%

トラックドライバーの確保

倉庫内作業（包装・仕分

け）人員の確保

働き方改革の推進

物流施設の自動化への

対応

従業員の安全管理対策

の強化

輸送・配送時間の短縮

環境配慮の取組

モーダルシフトの推進

物流に関連したBCP（事

業継続計画）の策定
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に関して、2024年11月に国土交通省は、2028年ま

でに、5割の車両で積載効率 を50％ に、5割の運

行で1運行当たりの荷待ち・荷役等時間を計2時間

以内に削減する目標を示した。物流企業は荷主企

業と連携して、物流の効率化およびトラックドラ

イバーの負荷軽減に取り組むことが求められてい

る。 

図表11 「商慣行の見直しに関する施策の中で、物流業務

に影響が大きい施策」 

 

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 
※ 回答は2つまで  

 

また、「担い手の賃金水準向上等に向けた適正

運賃収受・価格転嫁円滑化等」に関して、物流企

業は、施策の施行等を通じて取引先の理解が進み、

燃料費や人件費等のコスト上昇の価格転嫁が円滑

に進むことを期待していると考えられる。 

 

(4)-2 「物流の効率化」 

物流の効率化に関する施策の中で、物流業務に

影響が大きい施策」について、荷主企業に質問し

たところ、｢即効性のある設備投資の促進（バース

予約システム 、フォークリフト導入、自動化・機

械化等）｣（52％）が最も多く、次いで「物流標準

化の推進（パレット やコンテナ の規格統一化等）」

（48％）が多かった（図表12）。 

｢即効性のある設備投資の促進｣に関して、荷主

企業は、物流業務の機械化や効率化に向けて、荷

役機械や検品システム、フォークリフト等への設

備投資を進めているが、改善余地の大きい分野も

多く、荷主企業は設備投資への支援施策を期待し

ていると考えられる。 

｢物流標準化の推進｣に関して、物流業界全体と

して、パレットを使った輸送を推奨しているもの

の、国内輸送の約4割が「バラ積み」で行われてお

り、荷積み・荷下ろし作業が長時間化する要因と

なっている。また、パレット輸送でも、会社によ

ってパレットの形状・サイズが異なることから、

パレットを崩して手作業で納品するといった作業

が発生し、トラックドライバーの労働負担が増し

ているとの指摘がある 。 

図表12 「物流の効率化に関する施策の中で、物流業務に

影響が大きい施策」 

 

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 
※ 回答は3つまで  

 

物流企業では、｢物流標準化の推進（パレットや

コンテナの規格統一化等）｣（43％）が最も多く、

次いで「物流DXの推進（自動運転、ドローン物流、

自動配送ロボット、港湾AIターミナル 、フィジカ

ルインターネット 等）」（34％）が多かった（図

表12）。 

また、「地域物流等における共同輸配送の促進」

（荷主企業31％・物流企業30％）も一定数の回答

を集めた（図表12）。ドライバー不足やCo2排出量

削減の観点から、より少ないトラックで多くの貨

物を運ぶ「共同配送」の必要性が高まっている。

近年では、業界の垣根を超えて異業種との共同配

送に取り組む企業も出現している。 
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(4)-3 「荷主・消費者の行動変容」 

「荷主・消費者の行動変容に関する施策の中で、

物流業務に影響が大きい施策」について、荷主企

業に質問したところ、｢荷主の経営者層の意識改

革・行動変容｣（69％）が最も多く、次いで「荷主・

物流事業者の物流改善の評価・公表」（47％）が

多かった（図表13）。 

図表13「荷主・消費者の行動変容に関する施策の中で、

物流業務に影響が大きい施策」 

 

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 
※ 回答は2つまで  

 

物流企業でも同様に、｢荷主の経営者層の意識改

革・行動変容｣（86％）が最も多く、次いで「荷主・

物流事業者の物流改善の評価・公表」（48％）が

多かった。 

｢荷主の経営者層の意識改革・行動変容｣に関し

て、2024年5月の物流関連2法改正 公布により、一

定規模の事業者が「特定事業者 」に指定され、特

定事業者に該当する荷主企業は、「物流統括管理

者」（CLO） を、事業運営上の重要な決定に参画

する役員等から選任することが義務付けられた 。

物流に関する諸問題への対応が重要な経営課題で

あるとの意識がこれまで以上に高まるものと考え

られる。 

 

(5) 物流戦略（物流業務方針）の策定状況 

(5)-1 物流戦略の策定を担当する部署 

「物流業務方針の策定を担当する部署（会社）」

について、荷主企業に質問したところ、｢社内の部

署｣（84％）が最も多く、約8割を占めた（図表14）。

「物流子会社」と「物流子会社以外の3PL業者」は

それぞれ8％に留まった。物流業務のアウトソーシ

ングは進展しているものの、物流戦略の策定を外

部に委託している企業は限られている模様だ。 

図表14 物流戦略の策定を担当する部署（会社） 

 

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 
※ 回答は荷主企業のみ  

 

(5)-2 物流戦略の長期ビジョン・中期計画策定の

状況 

「物流戦略の長期ビジョン・中期計画策定の状

況」について、荷主企業に質問したところ、｢策定

していない｣（51％）が最も多く、次いで「策定、

かつ定期的に見直し」（30％）、「過去に策定し

たことがある」（11％）の順に多かった（図表15）。 

また、物流企業では、「策定、かつ定期的に見

直し」（65％）が最も多く、次いで「策定、かつ

毎年見直し」（19％）、「策定していない」（13％）

の順に多かった。 

図表15 物流戦略の策定を担当する部署（会社） 

 

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 
※ 回答は荷主企業のみ  

 

物流企業では、8割以上の企業が中長期計画を策

定している。これに対して、荷主企業では、約半

数の企業が中長期計画を策定していないと回答し

貴社内の部署

84%

物流子会社 8%

物流子会社以外の3PL業者

8%
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た。 

しかし、2024年5月の物流関連2法改正により、

一定規模の事業者が「特定事業者」に指定され、

物流効率化に関する中長期計画の策定と実施状況

の報告が義務付けられることになった 。今後は、

荷主企業においても、物流戦略の長期ビジョン・

中期計画策定への取り組みが進むであろう。 

 

３ 企業の物流施設利用 

本章では、企業の物流施設利用の現状と課題を

確認する。具体的には、①物流施設の所有形態、

②物流施設の利用状況、③物流施設にもとめるス

ペック（施設仕様）、④物流施設の機能、⑤注目

される設備状況について概観する。 

 

(1) 物流施設の所有形態 

これまで、物流施設の所有形態について、各企

業が自社で保有し自社で使用する形態が主流であ

った。しかし、減損会計の適用や、キャッシュフ

ローを意識した経営等を求められるようになり、

企業は資産圧縮を進めている。また、近年、大手

デベロッパー等による大規模な賃貸物流施設の開

発が活発であり、施設所有の選択肢の幅が広がっ

ている。そこで、本節では、物流施設の所有形態

について概観する。 

本調査において、現状、賃貸施設を利用してい

る との回答は、荷主企業では82%、物流企業では

87％となった。また、3年後までに利用予定がある

との回答は、荷主企業では84%、物流企業では89％

となった。このうち、｢100％（全て賃貸施設を利

用）｣との回答は、荷主企業、物流企業ともに約2

割を占めた（図表16）。荷主企業、物流企業とも

に賃貸施設の利用が広く定着していることがうか

がえる。 

一方、「0％（全て自社保有施設を利用）」との

回答は、荷主企業では2割弱（現状18％・3年後16％）、

物流企業では約1割（現状13％・3年後11％）を占

めた。自社施設のメリットとして「長期で考える

と賃貸よりトータルの支出が少ない」や「賃料の

値上げ交渉がない」、「建物使用上の制約がない」

等の理由が考えられる。一定数の企業は、上記の

メリットなどを比較検討したうえで、物流施設を

自社で保有する方針を採用しているものと考えら

れる。 

図表16 物流施設利用面積に占める賃貸施設の割合 

[荷主企業（n=179）]                                    

    

[物流企業（n=47）]                                    

    

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 

 

次に、賃貸施設の割合について、現状と3年後を

比較すると、荷主企業、物流企業ともに、増やす

との回答（荷主企業17％・物流企業13％）が、減

らすとの回答（荷主企業7％・物流企業9％）を上

回った（図表17）。今後も、賃貸施設の利用は緩

やかに増加すると見込まれる。 

賃貸施設の割合を増やす企業にその理由を質問

したところ、｢貨物量変動への対応｣（51％）が最

も多く、「移転自由度の確保」（32％）、「建設

コストが高い」（32％）、「希望するエリアで用

地取得が困難」（24％）、｢自社保有倉庫（物流施

設）の老朽化｣（24％）との回答が上位であった（図

18%

16%

15%

12%

10%

12%

11%

15%

13%

9%

13%

16%

20%

20%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現状

3年後

0% 1%-20% 21%-40% 41%-60% 61%-80% 81%-99% 100%

82%

賃貸施設利用の
実績（予定）あり

84%
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表18）。 

｢貨物量変動への対応｣と「移転自由度の確保」

との回答が上位に挙がっていることから、賃貸施

設の利用において、ビジネス環境の変化に対して

柔軟に対応できる点を高く評価しているようだ。 

また、｢建設コストが高い｣と「希望するエリア

で用地取得が困難」との回答も多かった。建設コ

ストの高騰や物流施設適地の減少等により、自社

で物流施設を新設することが困難で、賃貸施設利

用を選択する企業が増えているものと考えられる。 

図表17 賃貸施設の割合(現状と3年後の比較)                       

 

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 

 

図表18 賃貸施設の割合を増やす理由（上位5項目）                       

 

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 
※ 荷主企業と物流企業の合計 
 

(2) 物流施設の利用状況 

(2)-1 物流施設利用の現状 

本項では、エリア別にみた物流施設利用の現状

と今後の利用方針について概観する。 

「物流施設の現在の利用状況」について荷主企

業に質問したところ、利用施設があるiiiとの回答

は「福岡・佐賀エリア」（48％）が最も多く、次

いで「愛知エリア」（46％）、「北海道・東北地

方」（44％）の順に多かった（図表19）。 

図表19 物流施設利用の現在の利用状況 

荷主企業                                

  

物流企業                                    

 

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 

 

物流企業では、｢関西圏湾岸エリア｣（58％）が

最も多く、次いで「愛知エリア」（51％）、｢関西

圏内陸エリア｣（49％）の順に多かった。 

また、荷主企業では、利用面積が「10,000㎡以

上」との回答割合が10％を超えたエリアはなかっ

た。一方、物流企業では、「九州・沖縄地方（福

岡・佐賀エリアを除く）」を除く「13」エリアで、

回答割合が10％を超えた。物流企業は、配送効率

向上等のスケールメリット獲得を目的とし、数多

くの貨物を扱う。また、インターネット通販市場

の拡大等を背景に、多頻度かつ迅速な入出荷対応

等を求められており、1フロアあたりの面積の広さ

と、多数のトラックバースを備えた施設の利用ニ
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ーズが強い。こうした背景から、物流企業では、

大規模物流施設の利用が特に進んでいると考えら

れる。 

 

(2)-2 物流施設利用の今後の予定 

「物流施設利用（面積）の今後の予定（3年後）」

について質問したところ、荷主企業、物流企業と

もにいずれのエリアも｢現状維持｣との回答が最も

多かった。 

各エリアの物流施設の拡張意欲を把握すべく、

「物流利用面積DIiv」を作成した（図表20）。荷主

企業では、「圏央道エリア」（11％）が最も大き

く、次いで、「16号線沿線エリア」（7％）と「関

西圏内陸エリア」（7％）が多かった。首都圏およ

び関西圏のこれらのエリアでは、荷主企業の施設

拡張意欲が高いと考えられる。 

物流企業では、「愛知エリア」（25％）が最も

大きく、次いで、「福岡・佐賀エリア」（23％）

が多かった。10％を超えたエリアは「10」に上っ

た（図表20）。物流企業は、首都圏や関西圏以外

の地域でも、施設拡張意欲が高いことがうかがえ

る。 

図表20 「物流施設利用DI」                             

 

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 
 
 

(2)-3 利用面積を見直す理由 

「利用面積を見直す理由v」について質問したと

ころ、荷主企業、物流企業ともに｢取引物流量増減

への対応｣（荷主企業67％・物流企業64％）が最も

多く、次いで「物流の効率化（共同配送など）」

（荷主企業59％・物流企業36％）が多かった（図

表21）。本調査の「物流2024年問題への対策（物

流業務）」に関する質問で、「共同配送による積

載率の向上」との回答は上位にあがっており（荷

主企業48％・物流企業41％）、共同配送等の物流

効率化の取り組みとともに、物流施設利用を見直

す企業が多いことがうかがえる。  「保管拠点

の分散配置の必要性」との回答も上位にあがった

（荷主企業23％・物流企業11％）。東日本大震災

等の自然災害時に物流の停滞が発生した経験から、

「止まらない物流」への取り組みを行う企業は多

い。本調査の「物流業務における課題」に関する

質問でも、「物流に関連したBCP(事業継続計画)の

作成」との回答は多く（荷主企業30％・物流企業

21％）、BCP対応の一環として物流施設利用の見直

しが進んでいるようだ。 

図表21 利用面積を見直す理由 

荷主企業（n=78）         物流企業（n=28）                            

  

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 
※1 回答は3つまで ※2 回答割合が10％以上の項目 

 

(3) 物流施設に求めるスペック（施設仕様） 

本節では、企業が、物流施設に求めているスペ

ック（施設仕様）について概観する。物流施設の

スペックについて荷主企業に質問したところ、「重
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視」（「とても重視している」と「重視している」

の合計）が6割を超えた施設仕様は、「BCP対応（免

震等の構造）」（81％）、｢BCP対応（非常用発電

機等の設備）｣（75％）、「トラックバースの多さ」

（75％）、「空調設備の充実」（73％）「1.5t/㎡

以上の床荷重」（65％）、「5.5ｍ以上の梁下有効

天井高」（65％）であった（図表22）。 

図表22 物流施設にもとめるスペック（施設仕様）  

荷主企業                                

 

物流企業                                    

 

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 

 

多くの企業が自然災害等への対策を重視してい

る。また、多頻度輸送への対応から、トラックバ

ースの数も重視している。多くの荷役運搬機械を

設置する施設も増えており、一定水準以上の床荷

重および天井高が求められている。施設内で働く

従業員の健康配慮から空調設備も重視している模

様だ。 

また、物流企業で「重視」との回答が6割をこえ

た施設仕様は、荷主企業で挙がった項目に加えて、

「10ｍ以上の柱スパン」（65％）と「環境対応（太

陽光発電等の設備）」（61％）であった（図表22）。

荷主の様々な配送ニーズに対応するため、物流施

設内のレイアウトを自由に変更できるように、一

定程度の広さ（柱スパン）を求めているようだ。

また、前述の「物流業務における課題」に尋ねた

質問でも、「環境配慮の取組」との回答は上位に

あがっており、太陽光発電等の設備へのニーズは

高い模様だ。 

 

(4) 物流施設の機能 

本節では、物流業務の高度化が進むなか、多様

化している物流施設の機能を概観する。 

「利用施設の標準的な機能」について質問した

ところ、荷主企業、物流企業ともに、｢集配送機能｣

（荷主企業70％・物流企業62％）が最も多く、次

いで「保管（ドライ機能）」（同58％・57％）が

多かった（図表23）。 

「今後、強化・拡充したい機能」について質問

したところ、荷主企業、物流企業ともに、｢倉庫管

理システム機能（WMS）｣（荷主企業55％・物流企

業43％）が最も多かった。 

インターネット通販の市場拡大等を背景に、貨

物の多頻度小口化が進んだことで、WMS（倉庫管理

システム）を拡充し、一連の庫内作業（入出荷、

検品、ピッキング、梱包、施設内の労務管理など）

を効率化したい企業の意向がうかがえる。 

また、「保管（冷蔵・冷凍機能）」との回答も

一定数みられた（荷主企業34％・物流企業35％）。

新型コロナウイルス感染症拡大時に、外食が大幅

に減少して内食が増えたこと等に伴い、冷凍食品

市場の拡大が続いている。また、冷蔵・冷凍倉庫

の冷媒は、フロン類（CFC、HCFC、HFC）が多く用

いられてきたが、オゾン層破壊および地球温暖化

防止の観点から段階的に生産・消費量が規制され

ている 。自然冷媒（CO2、NH3等）への転換が求め

られており、今後、冷蔵・冷凍倉庫の建て替え等

が進む可能性がある。 
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図表23 利用施設の機能 

[荷主企業（標準的な機能n=154、今後、拡大・拡充したい機能n=141）]                               

 

[物流企業（標準的な機能n=42、今後、拡大・拡充したい機能n=37）]                                   

 

出典：ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦略
および物流施設利用に関するアンケート調査」 
※上段：標準的な機能、下段：今後、拡大・拡充したい機能 
 

(5) 注目される設備の状況 

本節では、物流施設が備えている設備に関して、

近年、特に関心が高い①自動倉庫関連と②環境配

慮・省エネ型設備の状況を概観する。 

 

(5)-1 利用施設の自動倉庫関連の設備 

「標準的に導入している自動倉庫関連の設備」

について荷主企業に質問したところ、｢格納・保管：

自動倉庫｣（53％）が最も多く、次いで「荷下ろし：

デパレタイザー」（40％）が多かった。物流企業

では、｢格納・保管：自動倉庫｣（56％）が最も多

く、次いで「荷下ろし：デパレタイザー」（32％）

と「搬送：無人フォークリフト」（32％）が多か

った（図表24）。格納・保管や荷下ろしの工程に

おいては、自動化・機械化が一定程度進んでいる。 

図表24 利用施設の自動倉庫関連の設備 

[荷主企業（標準的な設備n=85、今後、拡大・拡充したい設備n=116）]                               

 

[物流企業（標準的な設備n=25、今後、拡大・拡充したい設備n=33）]                               

 

（資料）ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦
略および物流施設利用に関するアンケート調査」 

※ 上段：標準的な設備、下段：今後、拡大・拡充したい設備 

 

標準的に導入している設備と今後、強化・拡充
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したい設備の関係をみると、荷主企業では、｢ピッ

キング：ピッキングロボット｣（29％・56％）、「搬

送：無人フォークリフト」（24％・52％）、「棚

卸：棚卸ロボット（RFID）」（22％・45％）、「荷

上げ：パレタイザー」（25％・45％）を導入して

いる施設は比較的少なく、今後拡充したいと考え

る企業が多い。物流業務において、搬送・棚卸・

ピッキング・荷上げの工程の自動化が今後の課題

のようだ。 

同様に、物流企業では、｢棚移動：自動搬送機

（AGV）｣（24％・45％）、｢ピッキング：ピッキン

グロボット｣（8％・45％）、「仕分け：自動仕分

け機」（12％・36％） を導入している施設は比

較的少なく、今後拡充したいと考える企業が多い。

物流企業では、棚移動・ピッキング・仕分けの工

程の自動化を今後、進めたい模様だ。 

 

(5)-2 利用施設の環境配慮・省エネ型設備 

「標準的に導入している環境配慮・省エネ型設備

の設備」について、荷主企業、物流企業ともに、

｢LED照明｣（荷主企業85％・物流企業82％）が最も

多く、次いで「外壁・屋根断熱」（同52％・54％）

が多かった（図表25）。  エネルギー効率の良い

LED照明は、24時間稼働の物流施設等では、消費電

力・コストやCO2の大幅な削減効果ができることか

ら、多くの施設で導入されている。また、施設内

の温度上昇および低下を抑える「外壁・屋根断熱」

も導入が進んでいる。 

また、「今後、強化・拡充したい環境配慮・省

エネ型設備」について荷主企業に質問したところ、

｢LED照明｣（52％）が最も多く、次いで「庫内空調

管理システム」（50％）が多かった。物流企業で

は、｢庫内空調管理システム｣（68％）が最も多く、

次いで「屋上太陽光発電システム」（47％）が多

かった。施設内の温度管理により省エネを実現す

る「庫内空調管理システム」は、施設内の労働環

境の改善にも寄与することから、導入に積極的な

企業が多いものと思われる。 

図表25 利用施設の環境配慮・省エネ型設備 

[荷主企業（標準的な設備 n=126、今後、拡大・拡充したい設備n=115）]                              

 

[物流企業（標準的な設備n=39、今後、拡大・拡充したい設備n=38）]                             

 

（資料）ニッセイ基礎研究所・三菱地所リアルエステートサービス「企業の物流戦
略および物流施設利用に関するアンケート調査」 

※ 上段：標準的な設備、下段：今後、拡大・拡充したい設備 

 

４ 結びに 

企業は、「2024年問題」で顕在化した人手不足

および輸送コスト高騰等への対策に着手するも、

まだ十分でないと認識している。今後、長期的な

ビジョンを持って、商慣行の是正や共同配送、パ

レット等の規格統一、物流DX等を推進し、対策に

本格的に取り組むことが求められている。 

こうしたなか、物流効率化・BCP・施設老朽化へ
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の対応と相まって、物流施設の見直しが進むと考

えられる。本調査によれば、見直しに伴い利用面

積を増加する企業が多く、賃貸施設の利用が進み、

地方都市で拡張意欲が高まっている模様だ。以上

を鑑みると、物流施設需要は引き続き堅調に推移

すると見込まれる。 

一方、物流施設に求める機能や設備は高度化し

ている。企業は、庫内作業を効率化するWMS（倉庫

管理システム）と冷蔵・冷凍機能を拡充したい意

向が強い。物流施設の自動化についても本格的に

取組みが進展することが見込まれる。また、環境

や従業員の健康に配慮した施設への関心が高まっ

ている。 

近年、物流施設開発が活発になり、施設選択の

幅が広がるなか、施設仕様や設備等により、需給

格差が拡大する可能性があり、注視が必要であろ

う。 
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i アンケート送付数；日本国内の主要荷主企業および物流

企業 4,486社 [荷主企業 3,513社・物流企業 973社] 

回答数；234社（回収率：5%） 

調査時期；2024年 7月～9月   

調査方法：郵送・E-mailによる調査票の送付・回収 
ii 「賞味期限を 3分割し、最初の3分の 1の期限までに

小売事業者に納品すること」を指す。 
iii 「物流施設の現在の利用（面積）」について、利用面積

が「5,000㎡未満」、「5,000㎡以上 10,000㎡未満」、

「10,000㎡以上」との回答の合計 
iv 「物流利用面積 DI」の算出式； 

「増加」－「減少」[単位は回答割合（％）]。 

値が大きいエリアほど、物流施設の拡張意欲が強いと判断

される。 
v いずれかのエリアで、3年後に利用面積を増やす（減ら

す）予定と回答した企業が対象。 

                                                      


